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　（一社）日本断熱住宅技術協会１）は２０２４年５月２２日に

東京都千代田区の東京国際フォーラムで第１２回の総会

を開催した。その付帯行事として５月２０日に大阪の梅

田スカイビルで、２２日に東京国際フォーラムで、２４日

に札幌市の札幌エルプラザで標記の講演会を開催した。

ただし大阪会場は㈱イケダコーポレーション２）が主催し

た。東京会場、札幌会場は筆者が通訳を行ったので、以

下にヴォルフガング・レーナート博士（Ｄｒ．Ｗｏｌｆｇａｎｇ 

Ｌｅｈｎｅｒｔ）の講演内容を報告する。

　皆様こんにちは、私はヴォルフガング・レーナートと

申します。ドイツのシュツットガルトの郊外にある、エ

スリンゲンという町で建築設計業を営んでおります。エ

スリンゲンは第二次世界大戦で戦災を受けなかった町で

す。従いましてドイツの伝統的な建築物が沢山残ってお

ります。これら貴重な歴史的建造物の保存、省エネルギー

を勘案した改修というのも私の仕事であります。

　この度日本断熱住宅技術協会のお招きを得て来日でき

たことを大変うれしく思っております。今回の私の話は

４つございます。最初にドイツの建築省エネルギー法に

ついてお話いたします。２つ目にドイツの持続可能建築

協会３）の活動についてお話いたします。３つ目は欧州外

断熱協会が行っている顕彰制度と、２０２３年に応募され、

現在最終選考に残っている作品についてお話いたしま

す。最後に湿式外断熱の欧州の防火試験についてお話い

たします。では本題に入ります。

第１部　ドイツの建築省エネルギー法

　日本とドイツは、深刻化する地球温暖化を防止するた

めに地球温暖化ガスの主な要因である二酸化炭素ＣＯ２の
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削減と持続可能な行動の促進に努めております。例えば、

自動車産業では化石燃料の使用から電気で駆動する車へ

の転換が進んでいます。建築物もエネルギー効率化利用

の要請を受け、大きな変化が生じております。この事は

不動産価値に大きな影響を与えるでしょう。特に、暖房

と冷房のエネルギー消費削減が重要な課題となります。

１-１．建築物の省エネルギー規制の歴史

　１９７０年代まで、ドイツには建物の省エネルギー断熱

に関する法的規定はなく、技術的規範としてドイツ工業

写真 1　2024 年 5月 20 日大阪会場（梅田スカイビル）で講演する
レーナート博士

図 1　レーナート博士が講演の最初に用いた図面
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規格ＤＩＮが使われていました。しかし、１９７３年の石油

危機を契機にエネルギー消費と依存性が問題視され、建

築省エネルギー法（ＥｎＥＧ）が制定されました。これによ

り断熱基準が設定され、後に建築のエネルギー節約規

則（ＥｎＥＶ）として拡大されました。２０２０年１１月１日以

降、これらは建築エネルギー法（ＧＥＧ）に統合され、最

新の改正は２０２４年１月１日に施行されました。ＧＥＧは

２０４５年までに国の気候保護目標を達成するための重要

な法律です。地球温暖化防止の為の法律です。

１－２．２０２４年の建築エネルギー法（ＧＥＧ）

改正点

　２０２４年１月１日以降、新しい暖房設備は少なくとも

６５％の太陽光、風力など再生可能エネルギーを使用す

る必要があります。既存の暖房設備も更新が必要な場合、

再生可能エネルギーを６５％以上使用する設備に交換し

なければなりません。これは非常に厳しい改正です。し

かし国の補助金がこれを支援します。また、特定の困難

に直面する場合、地方自治体に特例を申請することも可

能です。（図２）

１-３．建築エネルギー法（ＧＥＧ）第７１条

- ６５％ルールの実施選択

　建物エネルギー法第７１条では、６５％の再生可能エネ

ルギーを使用するための選択を以下のように示していま

す。（図３）

１．温水熱供給網への接続

２．電気による熱生成

３．ハイブリッド暖房

４．バイオマスや水素を用いた暖房

〇温水網への接続
　２０２４年１月１日以降、温水計画法が施行され、都市

には温水計画の策定が求められます。地域暖房や規模の

小さなブロック暖房などの温水網を介して工業廃熱や再

生可能な熱源からの熱を建物の暖房に利用することで

す。

〇電気ヒートポンプの取り付け
　ヒートポンプの使用が増加し、無料の環境熱を利用す

ることで再生可能エネルギーの割合を満たしています。

特に自家発電の太陽光発電パネルと組み合わせると経済

的です。

〇バイオマス暖房と水素暖房
　木製やペレット暖房などのバイオマス暖房は、再生可

能エネルギーとして認められていますが、供給が限られ

ており、高コストです。将来的には水素対応のガス暖房

が導入される予定です。（図４）

〇直接電熱
　再生可能エネルギー由来の電力で稼働する電気暖房も

認可されています。新築ではＧＥＧ要件を４５％下回る断

熱が求められます。電力で直接床暖房などを行うのです

が、建築が十分に断熱され、気密性も優れている場合に

のみ、この方法は成立します。

〇ヒートポンプとソーラーサーマルハイブリッド暖房
　ヒートポンプと従来の温水暖房を組み合わせて使用す

ることで、ヒートポンプの効率が下がる非常に寒い日で

太陽熱利用暖房と在来の
温水暖房の併用

ヒートポンプと在来の
温水暖房の併用

バイオマス、水素エネル
ギー暖房

太陽熱利用暖房

電力直接利用暖房の利用

電動ヒートポンプの採用

図 2　建築エネルギー法（GEG）71 条、新築建物の暖房エネルギーの
65％は再生可能エネルギーを使用すべし
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図 3　電力による直接暖房

・新築では建築の断熱条令の値の少なくとも45%以下の断熱性能を持つこと
を条件とする。
・既存建築物では建築の断熱条令の値の少なくとも30%以下の断熱性能を持
つことを条件とする。

夜間蓄熱暖房 平板型放熱器による蓄熱暖房

図 4　バイオマスと水素エネルギー暖房の設置
水素ガス燃焼ボイラ


